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審議会答申（素案）への専門委員意見等について（第４回専門委員会後修正） 

  

No 意見等 対応・回答 

1-1 

【２ 地域指定の範囲】（下井委員）                 

（４）「山林、原野、農用地等」、「のない地域」

を削除し、「当該自治体の長の意見を踏まえ」、

「環境」、「がないと認められる地域」という文

言を加える。                                                        

⇒「都市計画法の用途地域が定められていない

地域で、当該自治体の長の意見を踏まえ、新幹

線鉄道騒音から通常の生活環境を保全する必要

がないと認められる地域」                  

２の（４）は、国が示す事務処理基準である「新幹線

鉄道騒音に係る環境基準の類型を当てはめる地域の指

定に係る法定受託事務の処理基準について」（平成 13

年１月５日環大企第２号）の別添「新幹線鉄道騒音に

係る環境基準の類型を当てはめる地域の指定につい

て」の「１ 環境基準の地域類型を当てはめる地域

は、新幹線鉄道騒音から通常の生活を保全する必要が

ある地域とすること。したがって、工業専用地域、山

林、原野、農用地等は、地域類型の当てはめを行わな

いものとすること。」とあり、この表現を採用させて

いただいております。                 

「当該自治体の長の意見を踏まえ」という文言につい

ては、「５ 付帯意見」（１）の内容と重なりますの

で、省略させていただきたく思います。実際地域類型

の当てはめを行う際には、これらの言葉の定義や扱い

方について、関係機関や関係市町村の御意見を賜りな

がら住民生活の保全が図られるよう、指定をさせてい

ただきたく思います。  

1-2 

【再】【２ 地域指定の範囲】（下井委員）                 

（４）「山林、原野、農用地等」、「のない地域」

を削除し、「当該自治体の長の意見を踏まえ」、

「環境」、「がないと認められる地域」という文

言を加える。                                                        

⇒「都市計画法の用途地域が定められていない

地域で、当該自治体の長の意見を踏まえ、新幹

線鉄道騒音から通常の生活環境を保全する必要

がないと認められる地域」  

（提案理由） 

原文のままでは「山林、原野、農用地等」がス

トレートに「保全する必要のない地域」と読め

る。 

修正案の後段に出てくる「一体的に捉え」とも

矛盾が生じる。               

「山林、原野、農用地等」の表現は事務処理基準等か

ら引用しておりますが、この部分が無いと地域の定義

付けが分かりづらくなるため、このままとさせていた

だきたいと考えます。なお、住居があれば必ず類型を

当てはめることを明確にするため、「住居が存在しな

い山林、原野、農用地等」に変更させていただきたい

と考えます。 

「当該自治体の長の意見を踏まえ、新幹線鉄道騒音か

ら通常の生活環境を保全する必要がないと認められる

地域」の部分については、委員の提案理由を踏まえ、

反映させていただきます。 

２ 

【２ 地域指定の範囲】（武田委員）               

（４）「～新幹線鉄道騒音から通常の生活を保全

する必要のない地域」の「新幹線」を「リニア

中央新幹線」に修正する。 

前項に挙げさせていただいている処理基準の表現に則

り、「新幹線鉄道騒音」と表現させていただきまし

た。ここでは、リニア中央新幹線に限らず、「新幹線

の走行により起こる騒音」という一般的な意味を指し

ます。 

資料２ 
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No 意見等 対応・回答 

３ 

【５ 付帯意見】（下井委員）                         

（１）次のように修正する。                        

⇒「本諮問における用途地域以外の地域に係る

地域類型指定に際しては、地域の土地利用状況

や生活実態に鑑み、住民の生活に根ざした地域

を一体的に捉え、関係機関及び関係市町村長の

意見を十分配慮したうえで、住民の生活環境の

保全が図られるよう適切に指定されたい。」 

概ね御意見のとおり、修正させていただきます。（た

だし、「本諮問における」は省略させていただきま

す。）                      

語尾を「～すること。」に統一させていただきます。              

４ 

【５ 付帯意見】（武田委員）                     

（１）「～関係機関及び関係市町村からの意見を

十分配慮して適切に指定されたい」の「適切

に」を削除し、「地域全体を一律に見て」という

文言を加える。 

前項の下井委員からのご意見と同じ趣旨であると判断

いたしましたので、上記のとおりの修正とさせていた

だきます。 

５ 

【５ 付帯意見】（下井委員）                      

（２）次のように修正する。                    

⇒「リニア中央新幹線の建設及び走行に由来す

る騒音以外の環境影響（低周波音・振動など）

について、沿線住民の生活環境が損なわれるこ

とがないよう、県は事業者に対し、適切な指導

監督を行われたい。」 

県は事業者に対して指導監督を行う立場にはございま

せんが、既設の北陸新幹線においては事業者に対して

適切な対策が行われるよう要請しています。                    

よって、「適切な指導監督を行われたい」という表現

は「必要な要請を行うこと。」という表現に変えさせ

てさせていただきたく思います。                                                

また、答申の内容は全て県に向けて示されるものです

ので、「県は」という文言は省略させていただきま

す。 

６ 

【５ 付帯意見】（内田委員長）                     

付帯意見として、「（３）リニア中央新幹線や新

幹線鉄道の騒音評価変更などが生じた場合に速

やかに対応できるように配慮されたい。」を追加

する。 

概ね御意見のとおり、追加させていただきます。（た

だし、「対応できるように」の「に」を削除させてい

ただきます。）                                               

語尾を「～すること。」に統一させていただきます。 

７ 

【全体】（武田委員）                          

リニア中央新幹線鉄道の「鉄道」に違和感があ

る。 

鉄のレールの上を走る「新幹線鉄道」と区別する形

で、リニア中央新幹線の施設自体を指す場合は「リニ

ア中央新幹線」と表記を改めさせていただきます。                       

ただし、騒音の評価にあたっては新幹線鉄道の評価方

針を準用していることから、リニアの走行によって生

じる騒音については「リニア中央新幹線鉄道騒音」と

表記を整理いたしました。 

８ 

【その他】 

題名を「リニア中央新幹線鉄道騒音に係る環境

基準の地域類型の指定について」に修正。 

（理由） 

長野県環境審議会に諮問した際の議題との整合

を図るため。 

修正しました。 
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【参考】 

リニア中央新幹線鉄道騒音に係る環境基準の地域類型の指定について(素案) 

   

 高速交通網の整備が期待されるなかで、リニア中央新幹線は本県の発展に重要な役割をになう

ものであるが、列車の走行に伴って発生する騒音等の防止には万全を期することが必要である。 

 昭和 50 年７月 29 日には環境庁告示により「新幹線鉄道騒音に係る環境基準」が設定され、

新幹線鉄道騒音による被害を防止するための音源対策、障害防止対策等を推進する際の目標が示

された。このため、リニア中央新幹線の建設により、信州のすぐれた自然及び生活環境が損なわ

れることのないように通過予定ルート沿線の地形、土地利用状況等について、調査・審議を重ね

ると共に、既に開業している新幹線沿線の状況調査等を参考にし、リニア中央新幹線鉄道騒音に

係る環境基準の地域類型指定のあり方について意見をとりまとめたので、県においては、速やか

に下記の方針により地域類型指定を行われたい。 

 

記 

 

１ 趣 旨 

  環境基本法第 16 条第 1 項（平成５年法律第 91 号）の規定に基づき、新幹線鉄道騒音に係る

環境基準（昭和 50 年環境庁告示第 46 号）の類型の当てはめは、環境基本法第 16 条第 2 項（平

成５年法律第 91 号）、環境基準に係る水域及び地域の指定権限の委任に関する政令（平成５年

政令第 371 号）により当該地域が属する区域を管轄する知事に委任されている。 

  本地域指定は、このことに基づきリニア中央新幹線沿線区域の該当地域を指定しようとする

ものである。 

 

２ 地域指定の範囲 

  リニア中央新幹線の本線の線路の中心線（軌道中心線から等距離にある線をいう。）から両側

それぞれ 400 メートルの範囲とする。 

  ただし、次に掲げる地域については指定を行わないものとする。 

 （１） 都市計画法の用途地域のうち工業専用地域 

 （２） トンネル区域（トンネルの出入口からトンネル中央部方向に 200 メートルの区間は除

く。）の沿線地域 

 （３） 河川区域 

 （４） 都市計画法の用途地域が定められていない地域で、住居の存在しない山林、原野、農

用地等、当該自治体の長の意見を踏まえ、新幹線鉄道騒音から通常の生活環境を保全す

る必要がないと認められる地域 

 

３ 地域類型の当てはめ 

 （１） 都市計画法の用途地域の定めのある地域 

     第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、第

二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域及び田園住居

地域を類型Ⅰに当てはめ、近隣商業地域、商業地域、準工業地域及び工業地域を類型Ⅱ

に当てはめるものとする。 
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 （２） 都市計画法の用途地域の定めのない地域 

     主として住居の用に供されている地域を類型Ⅰに当てはめ、その他の地域については

類型Ⅱに当てはめるものとする。 

 

４ 地域指定の見直し 

  開業時に沿線の土地利用状況を調査して大幅な変更がある場合は地域指定の見直しを行い、

以後の見直しは、概ね５年ごとに土地利用等の状況の変化に応じて行い、土地利用計画上の大

幅な変更があった場合にも速やかに行うものとする。 

 

５ 付帯意見 

（１） 用途地域以外の地域に係る地域類型指定に際しては、地域の土地利用状況や生活実態

に鑑み、住民の生活に根ざした地域を一体的に捉え、関係機関及び関係市町村長の意見

を十分配慮したうえで、住民の生活環境の保全が図られるよう適切に指定すること。 

（２） リニア中央新幹線の建設及び走行に由来する騒音以外の環境影響（低周波音・振動な

ど）について、沿線住民の生活環境が損なわれることがないよう事業者に対し、必要な

要請を行うこと。 

（３） リニア中央新幹線や新幹線鉄道の騒音評価変更などが生じた場合に速やかに対応でき

るよう配慮すること。 

 

 

 


